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   第 ３ 回  熊本県議会  厚生常任委員会会議記録 

 

令和元年９月20日(金曜日) 

            午前９時58分開議 

            午前10時59分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

議案第１号 令和元年度熊本県一般会計補

正予算(第２号) 

議案第５号 熊本県児童福祉施設の設備及

び運営の基準に関する条例の一部を改正

する条例の制定について 

議案第６号 熊本県幼保連携型認定こども

園の設備及び運営の基準に関する条例の

一部を改正する条例の制定について 

議案第７号 熊本県心身障害者扶養共済制

度条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

報告第10号 一般財団法人熊本さわやか長

寿財団の経営状況を説明する書類の提出

について 

報告第11号 公益財団法人熊本県総合保健

センターの経営状況を説明する書類の提

出について 

報告第12号 公益財団法人熊本県移植医療

推進財団の経営状況を説明する書類の提

出について 

報告第13号 公益財団法人熊本県生活衛生

営業指導センターの経営状況を説明する

書類の提出について 

閉会中の継続審査事件(所管事務調査)につ

いて 

報告事項 

 ①第３回こころとからだの健康調査の結

果について 

――――――――――――――― 

出席委員(８人) 

        委 員 長 内 野 幸 喜 

        副委員長 西 山 宗 孝 

        委  員 藤 川 隆 夫 

        委  員 坂 田 孝 志 

        委  員 末 松 直 洋 

        委  員 山 本 伸 裕 

        委  員 松 野 明 美 

        委  員 荒 川 知 章 

欠席委員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

健康福祉部 

部 長 渡 辺 克 淑 

政策審議監 早 田 章 子 

医 監 迫 田 芳 生 

長寿社会局長 松 岡 正 之 

子ども・ 

障がい福祉局長 沼 川 敦 彦 

健康局長 岡 﨑 光 治 

健康福祉政策課長 下 山   薫 

政策監 篠 田   誠 

健康危機管理課長 上 野 一 宏 

首席審議員 

兼高齢者支援課長 唐 戸 直 樹 

認知症対策・         

地域ケア推進課長 柴 田 英 伸 

社会福祉課長 下 村 正 宣 

子ども未来課長 久 原 美樹子 

子ども家庭福祉課長 木 山 晋 介 

首席審議員 

兼障がい者支援課長 永 友 義 孝 

医療政策課長 三 牧 芳 浩 

国保・高齢者医療課長 沖   圭一郎 

健康づくり推進課長 新 谷 良 徳 

薬務衛生課長 緒 方 和 博 

病院局 
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病院事業管理者 吉 田 勝 也 

総務経営課長 緒 方 克 治 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

       議事課主幹 山 本 さおり 

     政務調査課主幹 吉 田   晋 

――――――――――――――― 

  午前９時58分開議 

○内野幸喜委員長 それでは、定刻前であり

ますが、ただいまから第３回厚生常任委員会

を開会いたします。 

 まず、今回付託された請第10号について、

提出者から趣旨説明の申し出があっておりま

すので、これを許可したいと思います。 

 請第10号についての説明者を入室させてく

ださい。 

  （説明者入室) 

○内野幸喜委員長 それでは、説明者の方に

申し上げます。各委員には、請願書の写しを

配付しておりますので、説明は簡単にお願い

いたします。 

  （説明者趣旨説明) 

○内野幸喜委員長 趣旨はよくわかりまし

た。後でよく審査をいたしますので、本日は

これでお引き取りいただきたいと思います。

よろしくお願いします。 

  （説明者退室) 

○内野幸喜委員長 次に、本委員会に付託さ

れた議案等を議題とし、これについて審査を

行います。 

 まず、議案等について執行部の説明を求め

た後に、一括して質疑を受けたいと思いま

す。 

 なお、執行部からの説明は、着座のまま簡

潔にお願いいたします。 

 初めに、健康福祉部長から総括説明を行

い、続いて、付託議案等について、担当課長

から課ごとにまとめて説明をお願いいたしま

す。 

 渡辺健康福祉部長。 

 

○渡辺健康福祉部長 議案の説明に先立ちま

して、被災者の住まいの再建に向けた取り組

みにつきまして御説明申し上げます。 

 一昨年５月のピーク時には、約４万8,000

人の方々が仮設住宅に入居されていました

が、８月末現在で、その８割を超える約４万

人の方々が住まいの再建を実現されていま

す。 

 しかし、今もなお約8,000人の方々が仮設

住宅での生活を余儀なくされています。 

 今後も、重点的な支援が必要な方々に対し

ては、生活再建支援専門員などが中心とな

り、個々の事情に寄り添った伴走型の支援を

進め、全ての被災者の方々が一日も早く希望

に沿った住まいの再建を実現できるよう、引

き続き全力で取り組んでまいります。 

 続きまして、本議会に提出しております健

康福祉部関係の議案等の概要につきまして御

説明申し上げます。 

 今回提出しておりますのは、予算関係１議

案、条例関係３議案、報告４件でございま

す。 

 まず、予算関係につきましては、議案第１

号、令和元年度熊本県一般会計補正予算にお

いて、総額２億円余の増額となる補正予算を

お願いしております。 

 主な内容としましては、幼児教育、保育の

無償化に伴い、実費負担が生じる第３子以降

の副食費の減免を行う市町村に対する助成経

費などを計上しています。 

 次に、条例関係につきましては、議案第５

号、熊本県児童福祉施設の設備及び運営の基

準に関する条例の一部を改正する条例の制定

について外２件を提案しております。 

 また、報告関係につきましては、報告第10

号、一般財団法人熊本さわやか長寿財団の経

営状況を説明する書類の提出について外３件
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を御報告させていただきます。 

 このほか、その他報告事項として、第３回

こころとからだの健康調査の結果について御

報告させていただきます。 

 以上が今回提出しております議案等の概要

でございます。詳細につきましては、関係課

長が説明いたしますので、よろしくお願い申

し上げます。 

 

○内野幸喜委員長 次に、担当課長から説明

をお願いいたします。 

 

○下山健康福祉政策課長 健康福祉政策課で

ございます。 

 令和元年度９月補正予算関係について御説

明を申し上げます。 

 厚生常任委員会資料の２ページをお開きく

ださい。 

 災害救助費のうち、１、国庫支出金返納金

につきましては、昨年度の災害弔慰金、災害

障害見舞金の事業費確定に伴う国庫への返納

金で、1,500万円を計上しております。 

 次に、３ページをお開きください。 

債務負担行為の追加でございます。 

 まず、情報処理システムにつきましては、

福祉総合情報システムのうち６業務の再構築

について、令和元年度当初予算で歳出予算を

計上しておりましたが、基本検討の結果を踏

まえまして、令和２年度に工事が及ぶという

ことで、見込みになったものですから、２年

度分の9,678万円余の債務負担行為の設定を

今回お願いしております。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○唐戸高齢者支援課長 高齢者支援課でござ

います。 

 説明資料４ページをお願いいたします。 

 老人福祉費でございますが、1,316万円余

の増額補正をお願いしてございます。 

 右側説明欄でございますけれども、高齢者

福祉対策費の介護職員勤務環境改善支援事業

につきましては、介護人材確保策の一つとし

て、介護職員の勤務環境改善を図るため、介

護施設等が介護ロボットを導入する経費につ

いて助成するものでございます。今回、申請

件数が見込みを上回ったことに伴う増額補正

でございます。 

 御審議のほどどうぞよろしくお願いいたし

ます。 

 引き続きまして、報告事項でございます。 

 説明資料の16ページをお願いいたします。 

 報告第10号、一般財団法人熊本さわやか長

寿財団の経営状況を説明する書類の提出につ

いてでございます。 

 説明につきましては、17ページ、経営状況

の概要についてによりまして説明をさせてい

ただきます。 

 まず、17ページ、１の財団の概要でござい

ますけれども、設立年月日につきましては、

平成３年11月１日でございます。 

 設立の目的は、(2)でございまして、高齢

者の積極的な社会活動の促進を図るための生

きがいと健康づくりに関する事業を行い、も

って長寿を喜べる社会の実現に寄与すること

を目的としてございます。 

 主な出捐者につきましては、県と市町村と

民間企業等でございます。 

 続きまして、２番目の項目でございます。 

 平成30年度事業報告でございます。 

 主な事業といたしましては、(1)の熊本さ

わやか大学校の開校、(2)のシルバースポー

ツ交流大会の開催、(3)の高齢者への就労支

援事業などに取り組んでおるところでござい

ます。 

 ３番目の平成30年度決算でございますけれ

ども、経常収益につきましては6,178万円

余、経常費用につきましては6,094万円余、

当期の経常増減につきましては83万円余の増
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でございました。 

 次に、４番目の項目でございますけれど

も、令和元年度事業計画の主なものでござい

ますが、こちらにつきましては、おおむね昨

年度と同様の事業を予定しているところでご

ざいます。 

 最後に、５番目の項目でございますけれど

も、令和元年度の予算の概要でございます

が、経常収益、経常費用とも6,396万円余を

計上して収支の均衡を図ることとしてござい

ます。 

 今後とも、当該法人の予算執行等に当たり

ましては、より効率的な執行と適切な運営が

行われるよう指導、助言に努めてまいりたい

と思います。 

 高齢者支援課の報告事項は以上でございま

す。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○下村社会福祉課長 社会福祉課でございま

す。 

 説明資料の５ページをお願いします。 

 まず、社会福祉総務費でございますが、

740万円の増額補正をお願いしております。 

 説明欄をごらんください。 

 小規模法人のネットワーク化による協働推

進等事業は、複数の小規模法人がネットワー

クを構築して実施する人材確保などの取り組

みについて助成するものですが、国の要綱改

正により、都道府県の申請枠が３件から５件

にふえたことを受け、募集結果を踏まえて、

増額を行うものです。 

 次に、生活保護総務費でございます。 

 計808万円の増額をお願いしております。 

 １つは、説明欄(1)の被保護者健康管理支

援事業で、新規事業として533万円を計上し

ております。これは、データに基づき、被保

護者の生活習慣病の予防などを推進するもの

で、この事業が社会福祉法の改正によって

2021年１月から各福祉事務所の必須事業とな

ることを踏まえ、準備のために、システムの

改修やデータ等の分析を行うものです。 

 ２つ目は、生活保護適正実施推進事業で

275万円の増額をお願いしております。これ

は、来年５月から被保護者調査の調査項目が

追加されることなどに伴いまして、国の生活

保護システムの変更に対応するために、本県

のシステムを改修する経費でございます。 

 以上、社会福祉課は、計1,548万円の増額

をお願いしております。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○久原子ども未来課長 子ども未来課でござ

います。 

 資料の６ページをお願いいたします。 

 児童福祉総務費で6,700万円余の増額補正

をお願いしております。 

 右の説明欄をごらんください。 

 １の児童健全育成費、多子世帯子育て支援

事業につきましては、本年10月からの幼児教

育、保育の無償化に伴い、実費負担が生じる

第３子以降の副食費、いわゆるおかず、おや

つに要する経費について、減免措置を行う市

町村に対し、臨時的に助成するための経費で

ございます。所要額として6,500万円余を計

上しております。 

 次に、２の国庫支出金返納金につきまして

は、熊本地震により被災した学校法人施設で

ある幼稚園等の災害復旧費である私立高等学

校等経常費助成費補助金の事業費の確定に伴

う国への返納金でございます。所要額として

175万円を計上しております。 

 次に、資料の10ページをお願いいたしま

す。 

 議案第５号、熊本県児童福祉施設の設備及

び運営の基準に関する条例の一部を改正する

条例の制定についてでございます。 

 資料11ページの条例(案)の概要で御説明い
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たします。 

 建築基準法の一部改正に伴い、耐火建築物

に関する規定に適合しなければならないとさ

れている建築物から、３階建てで延べ面積が

200平方メートル未満の建築物が除外されま

した。しかし、厚生労働省の基準省令におい

ては、火災時の避難に通常よりも時間を要す

ると考えられる施設については、依然、保育

室等を３階以上に設ける場合は、耐火建築物

でなければならないという一部改正がなされ

ましたので、県条例におきましても同様の改

正を行うものでございます。 

 次に、資料の12ページをお願いいたしま

す。 

 議案第６号、熊本県幼保連携型認定こども

園の設備及び運営の基準に関する条例の一部

を改正する条例の制定についてでございま

す。 

 ただいま御説明いたしました児童福祉施設

に関する条例と同様に、幼保連携型認定こど

も園についても、同様の改正を行うものでご

ざいます。 

 子ども未来課は以上でございます。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○永友障がい者支援課長 障がい者支援課で

ございます。 

 説明資料の14ページをお願いします。 

 議案第７号、熊本県心身障害者扶養共済制

度条例の一部を改正する条例の制定につきま

して御説明を申し上げます。 

 15ページの条例(案)の概要により説明をさ

せていただきます。 

 まず、改正の趣旨でございますが、成年被

後見人等であることを理由に、不当に差別さ

れないよう、成年被後見人等に係る欠格条項

の削除を求める成年被後見人等の権利の制限

に係る措置の適正化等を図るための関係法律

の整備に関する法律が公布されたところで

す。 

 これに伴いまして、心身障害者扶養共済制

度の加入者が扶養する心身障害者にかわって

年金の管理等を行う年金管理者の欠格条項を

緩和するため、関係規定を整備するものでご

ざいます。 

 主な内容、２の(1)に記載しております年

金管理者となることができない者について、

「成年被後見人又は被補佐人」を「精神の機

能の障害により年金の受領及び管理を適正に

行うに当たって必要な認知、判断及び意思疎

通を適切に行うことができない者」に改める

ものでございます。 

 なお、施行期日は、法律の施行日に合わ

せ、本年12月14日としております。 

 説明は以上でございます。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○三牧医療政策課長 医療政策課です。 

 資料、前に戻りまして、説明資料の７ペー

ジをお願いいたします。 

 公衆衛生総務費で9,026万3,000円の増額を

お願いしております。 

 右側１の医療施設消防用設備整備費として

9,026万3,000円の増額をお願いしております

が、これは、医療機関が防火対策のために設

置するスプリンクラー整備に対して助成する

ものでございます。国から追加要望の照会が

あったことに伴い、複数の事業者から要望が

ありましたので、所要額を増額するものでご

ざいます。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○新谷健康づくり推進課長 健康づくり推進

課です。 

 説明資料の８ページをお願いいたします。 

 ９月補正について御説明します。 

 公衆衛生総務費です。今回、23万5,000円

の増額をお願いしております。 
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 右の説明欄の指定難病医療費事務費におい

て、指定難病の医療費支払い業務に使用する

公費負担医療システムの改修に要する経費を

計上しております。 

 補正予算については、以上でございます。 

 続きまして、資料の18ページをお願いしま

す。 

 報告関係でございます。 

 報告第11号、公益財団法人熊本県総合保健

センターの経営状況について御報告します。 

 別冊の概要につきまして、19ページの資料

で御説明いたします。 

 まず、１の財団の概要についてですが、設

立年月日は記載のとおりでございます。 

 設立目的は、生活習慣病予防やがん予防の

ため、健康診断や保健指導等の事業を行い、

県民の健康向上に寄与することです。 

 出捐者は、県のほか３団体です。 

 続きまして、２の平成30年度事業報告で

す。 

 主な事業、(1)の保健事業の推進について

ですが、職域保険の関係で、協会けんぽと連

携した受診勧奨や休日健診の実施によりまし

て、受診者数が増加しております。 

 次に、(2)の業務効率化及び精度管理の向

上につきましては、移動健診で使用する健診

データ収集システム端末を更新しまして、機

能強化を図っております。 

 (3)の健康支援活動の充実についてです

が、特定保健指導につきましては、八代市か

らの新たな受託や健診と同じ日に初回面談分

割を行うなどとした結果、実施者をふやして

おります。 

 続きまして、平成30年度決算の概要です。 

 経常収益は21億9,987万円余、経常費用は

19億2,049万円余、当期経常増減額は２億

7,938万円余の増となっております。この増

額分は、施設整備のための積み立てのほか、

今年度、胸部検診車の整備など公益目的事業

に充てることとしておりまして、適正に処理

される予定です。 

 続きまして、令和元年度の事業計画です。 

 おおむね昨年度と同様の事業計画を予定し

ており、健診受診率のより一層の向上、ま

た、さらなる業務効率化に取り組んでいく予

定です。 

 最後に、令和元年度予算の概要です。 

 経常収益、経常費用とも、前年度比約

2,900万円増の予算額により事業を実施する

こととしております。 

 今後も、予算の執行に当たりましては、よ

り一層効率的、効果的に運用するとともに、

公益財団法人として適切な運営が行われます

よう指導に努めてまいります。 

 説明は以上でございます。 

 御審議のほどよろしくお願いします。 

 

○緒方薬務衛生課長 薬務衛生課でございま

す。 

 報告議案２件について御説明を申し上げま

す。 

 資料の20ページをお願いいたします。 

 まず、報告第12号、公益財団法人熊本県移

植医療推進財団の経営状況を説明する書類の

提出についてですが、これについては、資料

21ページの概要をもとに御説明申し上げま

す。 

 財団の概要につきましては、１にまとめて

あるとおりでございます。 

 次に、２の平成30年度事業報告でございま

す。 

 まず、(1)普及啓発事業は、移植医療に対

する県民の理解と協力が得られるよう、普及

啓発を行っております。 

 (2)の移植希望者の調査事業では、腎移植

希望者の登録更新診察会を開催した結果、80

名の方が受診されております。 

 (3)の摘出あっせん業務により、眼球の提
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供者が11人で22眼、利用眼球数は21眼でござ

いました。 

 ３の平成30年度決算でございます。 

 (1)の経常収益の決算額は1,182万円余であ

ります。 

 次に、(2)の経常費用でございますが、決

算額は1,183万円余であります。 

 経常収益から経常費用を差し引いた(3)の

当期経常増減額は１万円余の赤字となってお

ります。 

 ４の令和元年度事業計画でございますが、

おおむね昨年度と同様の事業実施を予定して

おります。 

 最後に、５の令和元年度の予算でございま

すが、おおむね昨年度と同様の予算額により

事業を実施する予定としており、経常収益は

995万円余、経常費用は1,042万円余となって

おります。 

 続きまして、資料22ページをお願いいたし

ます。 

 報告第13号、公益財団法人熊本県生活衛生

営業指導センターの経営状況を説明する書類

の提出についてですが、これについては、資

料23ページの概要をもとに御説明申し上げま

す。 

 財団の概要につきましては、１にまとめて

あるとおりでございます。 

 次に、２の平成30年度事業報告でございま

す。 

 まず、(1)の生活衛生関係営業指導事業

は、経営相談、融資相談及び苦情相談に対応

するものです。 

 (2)の景気動向等調査事業は、県内の70の

生衛業者に対して、景気動向や設備投資の動

向を四半期ごとに調査するものです。 

 (3)の生活衛生営業振興助成事業は、各同

業組合が実施する生衛業の振興のための事業

に助成するものでございます。 

 ３の平成30年度決算でございます。 

 (1)経常収益の決算額は1,868万円余であり

ます。 

 次に、(2)経常費用でございますが、決算

額は1,859万円余であります。 

 経常収益から経常経費を差し引いた(3)当

期経常増減額は９万円余の黒字となっており

ます。 

 ４の令和元年度事業計画でございますが、

おおむね昨年度と同様の事業実施を予定して

おります。 

 最後に、５の令和元年度予算でございます

が、おおむね昨年度と同様の予算額により事

業を実施する予定としており、経常収益は

1,883万円余、経常費用は1,882万円余となっ

ております。 

 説明申し上げました２つの財団の予算の執

行に当たりましては、今後とも、より一層の

効率的な執行を心がけ、適切な運営が行われ

ますよう指導に努めてまいりたいと考えてお

ります。 

 薬務衛生課は以上でございます。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○内野幸喜委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、議案について質疑を受けた

いと思います。 

 質疑はありませんか。 

 

○藤川隆夫委員 生活保護事務費の件で、ち

ょっとお尋ねをいたしたいと思います。 

 生活保護世帯自体は、景気の上向きによっ

て減ってきているというふうに聞いておりま

すけれども、この被保護者健康管理支援事業

の中で、生活保護世帯における疾病の罹患率

だとか、あるいはその比率が生活保護以外と

比較して多いのか少ないのか、そういうデー

タがあるのかないのか、あれば、ちょっと教

えていただきたいのですけれども。そして、

実際に生活保護世帯にかかわる医療費の総額
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的なものがわかれば教えてください。 

 

○下村社会福祉課長 社会福祉課でございま

す。 

 まず、罹患率の話ですが、疾病ごとという

のは、なかなかないのですけれども、被生活

保護者の中で、医療扶助を受けられている方

が約８割おられます。ただ、今委員おっしゃ

られたように、被生活保護者自体が減ってき

ていますので、医療扶助を受けられている方

も年々減少はしてきているところでございま

す。 

 あと、医療扶助の額のお話ですが、ただ、

額につきましては、減っているにもかかわら

ず、あんまり減っていない状況にございま

す。昨年度の状況ですと、県全体で227億

5,700万円という現状でございまして、１人

当たりの医療扶助費にしますと、大体114万

6,000円ということで、一般の方々の3.5倍に

なっているという状況でございます。 

 

○藤川隆夫委員 わかりました。 

 当然、生活保護であろうが何であろうが、

健康管理というのはやっていかなきゃいけな

いし、その中で、健診等も当然進めていく部

分だろうというふうに思っております。ここ

で、生活保護世帯も特定健診の中には事業と

して入ってくるんですかね。 

 

○下村社会福祉課長 まず、この方々が、大

半が保険料を払えないものですから、保険組

合には入っておられない方が多いです。た

だ、住まわれていれば健診は受けられますの

で、まず、健診の勧奨はしていくことになる

と思います。 

 

○藤川隆夫委員 わかりました。 

 どちらにしろ、医療扶助が約８割、医療に

かかられているという話でありますので、こ

れは減らしていかなきゃいけない。そのため

には、やっぱり健診が大事だろうというふう

に思っておりますので、その健診を勧めると

いうことは、当然これからもやっていってい

ただきたいと思いますし、ただ、受けている

方が減ってきているものの、まだ額は同じと

いう話もありましたので、その部分ですよ

ね。病気されている方で高額医療が必要な方

も当然いらっしゃるかと思いますけれども、

その部分含めて、本当に適正な医療が提供さ

れているのかどうかを含めて、医療を受けて

いるほうと医療を提供しているほうと、両

方、要は、チェックしていかなきゃいけない

部分も出てくるかというふうに思いますの

で、この医療費の部分に関しましては、適正

なものになるように、これからも精査してい

っていただければと思います。よろしくお願

いします。 

 

○内野幸喜委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○山本伸裕委員 児童健全育成費に関してお

尋ねしたいのですけれども、これは、当然積

極的な措置だと思うのですが、制度として

は、来年度以降も存続していくのでしょう

か。 

 

○久原子ども未来課長 児童健全育成費のう

ち、多子世帯子育て支援事業に関するお問い

合わせだと思います。 

 今回、国の幼児教育、保育の無償化におい

て、副食費の取り扱いというのが、従来にお

いては、幼稚園と保育所で扱いが違っていた

ものですから、それをどういうふうに取り扱

うのかという議論が国のほうでなされてまい

りました。県のほうでは、多子世帯の保育料

の補助を、これは全国に先駆けて行ってきて

おります。副食費が、今回、国の制度改正に
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より保育料から切り分けられたことに伴う、

そういう制度の詳細がわかりましたのが、本

年度に入って５月の末になっておりました。

市町村のほうでは、もう既に無償化に対する

事務作業は進んでいる状態でございまして、

その中で、急激なというか、取り扱いの変更

という状態が生じております。 

 また、副食費の考え方というのは、これは

福祉制度全般にわたっては、自分で食べる食

料分というのは、医療にしても介護にしても

自己負担というのが主流になってきつつあり

ます。保育料が今回このような措置になった

ということで、どういう扱いにするかという

のを議論しましたが、今回、第３子の方々に

ついては、保育料をもともと支払わない、ゼ

ロ、全く負担はなかったものが、今回のこの

改正によって、月々4,500円の新たな負担と

なるという状態が発生しております。無償化

と言いながらも負担がかかる部分がある。し

かも、年度の途中の改正であるというところ

から、今年度は、その制度の激変緩和を図る

ということで考えて措置をしております。 

 来年度以降のお尋ねだったかと思います

が、多子世帯に関しての支援というのが、少

子化対策の中でも非常に大事なものだと考え

ておりますので、熊本県が先駆けて行ってき

たということもあり、来年度以降、多子世帯

の支援については、副食費に限らず、もっと

広い範疇で支援の方法がないかというのを検

討してまいりたいと考えております。 

 以上です。 

 

○山本伸裕委員 積極的な御答弁いただいた

んですけれども、市町村の受けとめとして

は、県からの説明で、この臨時的な助成とい

うのは１回限りというような説明を受けたと

いうような解釈もあるんですよね。というこ

とは、来年度から、第３子以降の副食費は負

担が出てくるのかというような心配があった

んですよ。じゃあ、それは、そういう解釈は

間違いだということでよろしいのでしょう

か。 

 

○久原子ども未来課長 何分、予算事項でも

ございますので、来年度以降のお話というの

を、確実な説明をさせていただいたわけでは

ございません。ただ、市町村のほうに対して

も、多子世帯の支援については、今後、市町

村の状況等を見ながら検討してまいりますと

いうお答えをさせていただいております。 

 

○山本伸裕委員 じゃあ、今年度１回限りの

臨時的な助成ですよということは間違いだと

いうことでよろしいのですか。 

 

○久原子ども未来課長 副食費をどうするか

ということではなく、総合的な支援の中で考

えていきますので、そこだけをとって、今回

１回きりですよというようなことは申し上げ

てはおりません。 

 

○山本伸裕委員 要するに、第３子の保育料

については、県が独自に助成をして、副食費

も含めて無償化の積極的な措置をされていた

のが、今回、国の無償化が、副食費が、補助

が外されていたということで負担が出てくる

んじゃないかという心配があるわけですよ

ね。だから、そういうことで、総合的に判断

して、新たな負担が出てくるようなことにつ

ながらないような方向で、ぜひ検討をお願い

したいというふうに思います。私のほうから

は以上です。 

 

○内野幸喜委員長 ほかに質疑ありません

か。 

 

○末松直洋委員 ４ページの高齢者支援課の

介護ロボットの件ですけれども、導入する経
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費の助成ということで、見込みを上回ったと

いうことでありますが、大体何件ぐらい要望

が上がっているのですか。 

 

○唐戸高齢者支援課長 高齢者支援課でござ

います。 

 こちらの介護ロボットの事業でございます

けれども、まず、昨年度の実績で申します

と、33事業所から68台の申請ございまして、

補助しているところでございますけれども、

今年度につきましては、これを大きく上回り

まして、86事業所から293台ということで、

大幅に我々の予想を上回る申請があったとい

うことでございます。介護ロボットにつきま

しては、働きやすい職場づくりに対する積極

的な設備投資という部分もございますので、

我々としても、人材確保の非常に大きな手段

と捉えてございますので、そういった事業所

の機運をぜひ捉えて、前に進めていきたいと

いうふうに考えてございます。 

 

○末松直洋委員 かなりの数が今後もふえて

いく可能性があると思いますけれども、この

介護ロボットというのは、大体基本的に、持

ち上げるとか、そういったタイプのやつでし

ょうか。 

 

○唐戸高齢者支援課長 大体、申請のうちの

８割方は、いわゆる見守りセンサーというも

のでございまして、高齢者の方の動きを、例

えば、ベッドの下などに入れたセンサーで確

認をしたりですとか、あるいは、そういう赤

外線などで、高齢者の方が動かれたかどうか

などを見たりですとか、そういった職員の方

の巡回の負担ですとか、また、センサーなの

で、高齢者の方のいろんな、いわゆるバイタ

ルなどをとることができまして、それによっ

て、看護師さんとかお医者さんと情報共有を

することによって、例えば、夜勤時に何か急

変があった場合に、より適切な対応ができる

ので、そういった夜勤の職員さんの心理的な

負担なども減らすというような効果がある

と、導入した事業者から伺っておるところで

ございます。 

 そのほか、あと１割ぐらいは、委員おっし

ゃっていただいたような移乗支援、スーツの

ようなものですとか、そういったものなどが

ございます。主には、見守りが中心でござい

ます。 

 

○末松直洋委員 センサーがかなり多いとい

うことで、その持ち上げるようなタイプのや

つが少ないということは、まだ高額だとか、

そういった原因もあるのでしょうか。 

 

○唐戸高齢者支援課長 現場の状況を伺いま

すと、スーツ系などにつきましては、例え

ば、着脱の手間ですとか、あと、委員御指摘

のとおり、単価が高いものもあったりして、

我々としても、このロボット、だんだん数が

ふえてくると、価格も下がってきたりですと

か、使い勝手も上がっていくというところも

ございまして、介護職員の方の離職の理由の

中に、例えば、腰痛など身体的な原因で離職

を余儀なくした方もいらっしゃるというふう

に伺っておりますので、ロボットで、そうい

った面で支援ができる部分があれば、我々と

しても、より効果的な製品などの登場という

ところにもぜひ期待をしたいと思っておりま

す。 

 

○内野幸喜委員長 末松委員、よろしいです

か。 

 ほかに質疑ありませんか。 

 

○荒川知章委員 ５ページの社会福祉諸費

で、福祉・介護人材確保のための取り組み等

に対する助成額の増とありますけれども、こ
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の人材確保のための取り組みというのは、具

体的にどういうことなのでしょうか。 

 

○下村社会福祉課長 これは、小規模法人の

ネットワーク化による協働推進事業なのです

けれども、小さい法人がそれぞれでやると非

効率なものについて、ネットワークを組ん

で、例えば、共同で人材を募集したりとか、

共同で研修を行ったりとか、あと、もう一つ

は、例えば、職場間の交流事業を行ったりと

か、そういうことを行うのに助成するという

事業でございます。 

 

○荒川知章委員 小規模に限定したやつで、

大体、今結構人材不足が問題だと思うのです

けれども、この取り組みに対して効果という

か、そういうのは現在では見られているので

しょうか。 

 

○下村社会福祉課長 この事業自体が、当然

人材確保の取り組みもできるのですが、それ

以外にも、要は、法人の効率化であるとか、

地域の貢献、どうやって連携していくかとい

うこともやれる事業になっていまして、そう

いうことを支援するための事業でございま

す、これ自体はですね。だから、人材確保に

こだわった事業だけではないということが１

つ。実際に、去年、新規事業として、この事

業は立ち上げていますので、ことしが小規模

ネットワークとしては初めての事業になりま

す。 

 

○内野幸喜委員長 荒川委員、よろしいです

か。 

 ほかに質疑ありませんか。 

 なければ、以上で質疑を終了します。 

 それでは、ただいまから、本委員会に付託

されました議案第１号外３件について、一括

して採決したいと思いますが、御異議ありま

せんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○内野幸喜委員長 御異議なしと認め、一括

して採決いたします。 

 議案第１号外３件について、原案のとおり

可決することに御異議ありませんか。 

  （｢意義なし」と呼ぶ者あり) 

○内野幸喜委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第１号外３件は、原案のとおり

可決することに決定いたしました。 

 次に、今回付託された請第10号を議題とい

たします。 

 請第10号について、執行部から状況の説明

をお願いいたします。 

 

○下村社会福祉課長 社会福祉課でございま

す。 

 この請願は、平成30年10月に行われた生活

保護の基準改定について、生活保護基準の引

き下げを直ちに中止することを求める請願で

す。 

 まず、生活保護の基準改定について御説明

いたします。 

 生活保護の基準は、一般の低所得世帯の消

費実態との均衡を図る観点から、全国消費実

態調査をもとに、５年に１度検証し、改定が

行われています。今回は、平成25年の見直し

から５年が経過して、平成30年度に改定が行

われたものです。 

 基準改定により、増額となる場合も減額と

なる場合もありまして、今回は、減額の場合

でも最大で５％以内にとどめられておりま

す。さらに、激変緩和の措置として、３年に

分けて、段階的に実施されることとなってい

まして、１年目は、昨年の10月に実施され、

２年目は、ことしの10月、３年目は、来年の

10月に実施されることとなっています。 

 基準の改定の状況は、ケースごとに異なり

ますが、今回の改定では、地域間の格差是正
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が図られていまして、都市部は減額となった

世帯が多く、地方は増額となった世帯が多い

状況です。 

 なお、ことし10月の改定においては、消費

税引き上げの影響を勘案した分が追加されて

改定される予定になっています。 

 次に、本県の状況ですが、国が公表してい

るモデル世帯の基準額で試算しますと、熊本

市以外の約7,400世帯のうち、９割を超える

世帯が増額となる見込みです。 

 また、昨年10月の基準改定に伴いまして、

この請願の提出者であります熊本県生活と健

康を守る会連合会を代理人の中心とした計

128件の審査請求が本県に提出されておりま

して、現在、処理を進めているところです。 

 ちなみに、前回の平成25年度には、175件

の審査請求が行われており、全て棄却されて

おります。 

 説明は以上です。 

 

○内野幸喜委員長 ただいまの説明に関して

質疑はありませんか。 

 

○山本伸裕委員 先ほど請願者の方からの説

明にもあったのですけれども、国連人権高等

弁務官事務所の人権専門官が、国連人権法で

要求される適切な生活水準と合致しないとい

うような指摘をされているということなんで

すけれども、この点についての指摘を受けて

の受けとめというか、それが政府のほうで何

らかの所見が出ているのであればお願いしま

す。 

 

○下村社会福祉課長 国においても、現在の

改定方式というのは、水準均衡方式と呼ばれ

ているものなんですけれども、この見直しが

行われています。検討会がことし６月にも検

討会が開催されておりまして、この中では、

まず、最低限の生活とはどんなものかという

概念から整理されて検討が行われているとこ

ろです。 

 こういう検討が今行われているところでも

ありますので、これは注視していくのかなと

思っております。 

 

○山本伸裕委員 その検討での一定の結論的

なものは出てないということですか。 

 

○下村社会福祉課長 まず、６月の検討会で

は、先ほど申しましたように、最低限の生活

はどんなものかという概念の整理が行われた

と聞いております。最低限の生活費の算出方

法とか、それについては、今後議論が行われ

るというふうになっておるところです。 

 

○山本伸裕委員 わかりました。 

 結論が出てない中で、また、係争中のこと

でもあるので、そういう状況の中で、10月１

日から基準が引き下げられるというようなこ

とについてはどうかということで、私も引き

下げ中止というようなことが適当ではないの

かなと、請願を採択するのが適切ではないか

と思います。 

以上です。 

 

○内野幸喜委員長 ほかに質疑ありません

か。 

 

○藤川隆夫委員 再度確認ですけれども、先

ほど引き下げによって、地方においては増額

になると、都市部においては減額になるとい

う話だったと思いますけれども、全体的な費

用というのはほとんど変わらないというふう

に考えていいんでしょうかね。 

 

○下村社会福祉課長 社会福祉課です。 

 給付水準自体は変わらないというふうに国

は発表しております。ただ、地方の格差是正
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が大分進んでいますので、熊本県の場合は、

一番低い、３級地の２というところが大半で

あります。１級、２級、３級というふうに区

分が分かれておりまして、３級地の２は、ほ

とんど増額になっていますから、それで、熊

本県としては増額したところがふえるという

形になると思います。 

 

○藤川隆夫委員 ということは、引き下げに

よって、地方にとってはよりメリットが出る

というふうに考えていいのかな。 

 

○下村社会福祉課長 そう考えております。

実際に――分析結果をちょっとお話しさせて

いただきますと、９割は増額になっています

が、１割弱ですが、減額のところがございま

す。ただ、これは、ほとんどが荒尾市です。

荒尾市というのは、２級地の２というふう

に、県下の一般の地区よりも水準が高いとこ

ろになります。ですので、この世帯は下がっ

ても、ほかの県下の世帯よりも逆に上がって

いる状態です、下がったとしてもですね。だ

から、そういうふうなことで、地域の均衡が

少し是正が図られたのかなというふうには考

えているところです。 

 

○藤川隆夫委員 わかりました。 

 

○内野幸喜委員長 よろしいですか。 

 ほかに質疑はありませんか。 

 なければ、これで質疑を終了いたします。 

 次に、採決に入ります。 

 請第10号については、いかがいたしましょ

うか。 

  （｢採択」「不採択」と呼ぶ者あり) 

○内野幸喜委員長 採択、不採択両方の意見

がありますので、採択についてお諮りいたし

ます。 

 請第10号を採択することに賛成の委員の挙

手を求めます。 

  （賛成者挙手) 

○内野幸喜委員長 挙手少数と認めます。よ

って、請第10号は、不採択とすることに決定

いたしました。 

 次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りいたします。 

 議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査することを議長に申し出ることとし

てよろしいでしょうか。 

  （｢はい」と呼ぶ者あり) 

○内野幸喜委員長 それでは、そのように取

り計らいます。 

 次に、その他に入ります。 

 執行部から報告の申し出が１件あっており

ます。 

 まず、報告について、執行部の説明を求め

た後、一括して質疑を受けたいと思います。 

 それでは、報告をお願いいたします。 

 

○永友障がい者支援課長 障がい者支援課で

ございます。 

 別添でお配りしております、左肩に「厚生

常任委員会報告資料」と記載した資料をお願

いいたします。 

 第３回こころとからだの健康調査の結果に

ついて説明いたします。 

 この調査は、平成28年熊本地震による被災

者の心と体の健康状態を把握するために実施

しており、今回が３回目となります。 

 まず、1、調査の概要でございます。 

 ことしの３月から６月にかけまして、19市

町村の仮設団地、みなし仮設等に入居されて

いる18歳以上の方、１万6,320人を対象に調

査を実施し、7,559人から回答をいただいて

おります。 

 次に、２、調査結果等につきましては、別

添の調査結果概要をごらんください。 

 主な結果を説明させていただきます。 
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 まず、回答者の構成でございます。 

 仮設団地における回答者の60歳以上の割合

は約７割、みなし仮設においては約６割とな

っております。また、今回から調査対象とし

ました災害公営住宅における回答者の60歳以

上の割合は、約８割を占めており、全体とし

て、回答者の多くは、60歳以上の方でござい

ました。 

 次に、心の健康、心理的ストレスの判定に

関する結果でございます。 

 仮設団地及びみなし仮設につきましては、

高度のリスクを抱えた方の割合が、仮設団地

で8.6％、みなし仮設で8.9％と、平時の割合

4.1％の２倍以上となっております。前回の

調査と比較しますと、高度のリスクを抱えた

方の割合が、仮設団地で0.3ポイント低く、

みなし仮設で0.8ポイント高くなっておりま

す。 

 また、災害公営住宅につきましては、高度

のリスクを抱えた方の割合が10.1％となって

おり、仮設団地やみなし仮設よりやや高い割

合となっております。 

 裏面をお願いします。 

 次に、体の健康に関する結果でございま

す。 

①から④の項目に分けて取りまとめており

ます。 

 ②体調や病気の有無についての丸ポツ、体

調が余りよくない、悪いと回答した方の割合

は、前回の調査と比較しますと、仮設団地で

0.6ポイント高く、みなし仮設で3.3ポイント

高くなるなど、全体的に割合は高くなってお

ります。 

 また、災害公営住宅では、仮設団地やみな

し仮設と同程度の割合となっております。 

 済みません、１枚目の資料の裏面のほうに

戻っていただいてよろしいでしょうか。最後

に、３の対応でございます。 

 この調査結果をもとに、心理的ストレスが

高い方や健康リスクがある方については、早

急に対応する必要があることから、市町村、

熊本こころのケアセンター及び地域支え合い

センター等による直接訪問等によるアセスメ

ントを行っておりまして、今後も引き続き個

別に相談対応等を行ってまいります。 

 障がい者支援課からの説明は以上でござい

ます。 

 

○内野幸喜委員長 以上で執行部の報告が終

わりましたので、質疑を受けたいと思いま

す。 

 質疑はありませんか。 

 

○松野明美委員 健康調査で関連なんです

が、熊本県内の労働者の健康異常値が全国を

非常に上回っているという記事があったんで

すね。コレステロール値から肝機能、また、

血圧の順番で、異常値が全国を上回っている

ということだったんですが――労働者です

ね、14万人ぐらいが健康調査を受けて、８万

人強の方が異常値があったという結果があっ

たんですけれども、このあたりのことは、ち

ょっと何か説明ができたらいただきたいので

すけれども、異常値につきまして。 

 

○内野幸喜委員長 …これとはまた別です

ね、この調査とはまた別…。 

 

○松野明美委員 健康調査、関連かなと思っ

て――違いますかね。 

 

○新谷健康づくり推進課長 働いている方の

健康状況については、労働監督署のほうに事

業所が届け出るということになっておりまし

て、その結果が公表されたものです。 

 50人以上の規模のある程度大きな事業所の

結果がそうだったということで、全体の人口

からすれば一部についての傾向なんですが、
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ただ、県全体としましても、40歳から74歳の

方の健診の結果を見ますと、空腹時の血糖で

すとか、ヘモグロビンA1c、そういった糖尿

病になる指標が高いという傾向にありますの

で、県としても、糖尿病対策というのを最重

要課題として位置づけて、県民運動として予

防、また、糖尿病になっている方も重症化し

て人工透析等にならないようにという取り組

みを、県全体で、医療機関、健診機関、市町

村一体となって対策を進めているところでご

ざいます。 

 

○内野幸喜委員長 よろしいですか。 

 ほかに質疑ありませんか。 

 なければ、以上で質疑を終了します。 

 最後に、その他で委員の皆様から何かあり

ませんか。 

 

○松野明美委員 前半の一般質問でも質問が

出たんですが、男性の、特に県の職員の育休

の割合が全国でも最低という記事があったん

ですが、もちろん理解とか職場の環境の整備

とかもあると思うんですが、率直に、どうし

てなのかなということが、ちょっと気になっ

ているところなんですが、そのあたりをちょ

っとお聞きしたいのですが。 

 

○沼川子ども・障がい福祉局長 県職員のこ

となので、実際、人事課の所管なんですが、

ただ、調べられた年度によって、熊本県、２

人だったと思うんですけれども、人事課に詳

しい話を聞かれるといいと思うのですけれど

も、多分年度で差があると思います。という

のと、あれは、たしか地震の翌年の調査だっ

たので、ただでさえ県職員の時間外等が多い

時期に重なっていたこともあるかなと思いま

す。 

 ただ、これでいいわけではございませんの

で、多分これを踏まえて、今後、対策等をや

っていくことになると思っております。それ

は、うちも少子化対策で結婚、出産、育児が

やりやすい熊本づくりを目指していて、県職

員の率先垂範というのが求められるんじゃな

いかと思っておりますので、引き続き頑張っ

てまいりたいと思っております。 

 

○松野明美委員 人事課のほうが主なもので

すね、担当は。 

 

○沼川子ども・障がい福祉局長 総務部です

ね。人事課と総務厚生課とか、そういう職員

管理というか、職員の健康管理等をやってい

るような部分が中心だと思っております。 

 

○松野明美委員 ちょっとダブっているとこ

ろも多分あると思いますので、特に、私たち

のような女性の進出というのは、家庭でも夫

の協力がやっぱり一番大事かなということが

ありますので、女性の社会進出のためにも、

そういう育休をこの委員会でも進めていただ

きたいと思います。 

以上です。 

 

○内野幸喜委員長 ほかに何かありません

か。 

 

○山本伸裕委員 児童虐待に関して、非常に

近年深刻化している問題なんですけれども、

児童相談所が、通告から安否確認する際の48

時間ルールというのが、政府のほうで何か調

査をされているようですけれども、熊本の実

態というのがわかっていたら教えていただき

たいと思いますけれども。 

 

○木山子ども家庭福祉課長 今御質問ありま

した児童相談所の対応でございますが、48時

間ルールについて、国の調査がございまし

た。これによりますと、ほとんどの部分につ
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いては、48時間以内に安否確認ができており

ます。ただ、４ケースについて、国に報告し

たケースで、県の場合、48時間以内に確認が

できなかったというふうな実態がございまし

た。これは、個別に児童相談所に話を聞いて

みますと、やっぱりそれなりに一つ一つ理由

があったものですから、それについては、や

むなしというところで報告をさせていただい

たといった状況でございます。 

 

○山本伸裕委員 そうしたら、これが、やっ

ぱり命を守るという上では、非常に大事なル

ールだというふうに認識しているのですけれ

ども、それは、４ケースというのは、熊本の

場合は、例えば、児童相談所の態勢が間に合

わないというか、というような状況から発生

したものではないということですかね。 

 

○木山子ども家庭福祉課長 そのとおりでご

ざいます。例えば、１例を申し上げますと、

泣き声通告が、あるスーパーの駐車場からあ

ったというところで、児童相談所が現場に駆

けつけても、要は、ナンバーもどの車かもわ

からないというところで、確認ができなかっ

たといった、そういうケースが含まれてござ

いますので、県の場合は、48時間以内に、可

能な限り安否確認をしているというのが実態

でございます。 

 

○山本伸裕委員 わかりました。それで、や

っぱり全国的にも指摘されているところです

けれども、相談員の体制であるとか、児童福

祉司の増員であるとか、あるいは育成である

とか、そういったことについて、かなりやっ

ぱり、これから取り組んでいかなければなら

ない問題だというふうに言われていますの

で、県においても、しっかり取り組まれてい

くことだと思うのですけれども、ぜひよろし

くお願いしたいと思います。 

 

○内野幸喜委員長 ほかに何かありません

か。 

 なければ、以上で本日の議題は終了いたし

ました。 

 最後に、要望書等が３件提出されておりま

すので、参考としてお手元に写しを配付して

おります。 

 それでは、これをもちまして第３回厚生常

任委員会を閉会いたします。 

  午前10時59分閉会 
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